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○古屋（範）委員　公明党の古屋範子でございます。

　最初、法案の質疑に入る前に、先日残した質問がございますので、申しわけありません、幾つか

させていただきたいと思っております。

　まず初めに、不活化ポリオワクチンの緊急輸入についてお伺いをいたします。

　三月八日の当委員会におきまして、不活化ポリオワクチンの治験の進捗状況と、また、国産実現

までの間は緊急輸入をすべきだということで、厚労省の見解を求めました。それに対しまして、岡

本政務官から、四価ワクチンについては、本年末ごろより順次薬事承認申請がなされる予定であ

り、申請がなされた場合には、迅速に審査を行って、可能な限り早く導入をしたいという御答弁を

いただきました。

　しかし、この不活化ポリオワクチンの承認がされるまでは、急いでいただいたとしてもやはり二年

ぐらいはかかるのではないかということが見込まれます。ですので、この間、生ワクチンを使い続け

ることにより不安があるということは解消されていかないわけであります。

　特に、このたび東日本大震災が発生をいたしまして、多くの方が避難所にいらっしゃる。もちろん、

乳幼児のいらっしゃる方は福祉避難所ということで、特に分けて配慮をしていらっしゃるようなんで

すが、一カ月過ぎて約四万六千人が避難所生活を送る宮城県では、ノロウイルスあるいはインフ

ルエンザなど感染症の発生が広がりを見せております。衛生状態が悪化をしている、手洗いも十

分にできない、入浴もままならない等、そういう避難所生活の中で、こういった感染症の集団発生

のリスクは高いということを専門家も指摘をいたしております。

　こうした中で心配になりますのが、ポリオ生ワクチンを接種した場合に、そこから排出をされる便、

約一カ月間ウイルスが排出をされるということです。衛生管理が不十分な場合に、便などから未接

種の子供に感染するおそれもあるのではないか。不活化ワクチンへの切りかえは、こうした時期だ

からこそ待ったなしであると思っております。ぜひ早急に不活化ポリオワクチンへの切りかえが必

要だ、海外で普及している不活化ポリオワクチンの緊急輸入をすべきと考えております。

　先日も、ＮＨＫの朝の番組でワクチンの特集をしておりました。Ｈｉｂワクチン等々さまざま、あと、

このポリオのこともやっておりまして、一人のお母さんが小児科に相談に行って、そこでは、自己輸

入をしているために、どちらにしますかと選択をするようになっておりまして、家に帰って父親ともい

ろいろ相談をした結果、では、自己負担をしても我が家は不活化ワクチンを接種しようという結論

に至ったという番組がありました。岡部先生、齋藤昭彦先生も出演されていて、どちらかといえば、

当然不活化ワクチンに軍配が上がりますねと、さらっと結論をおっしゃっていました。

　こうしたように、しびれを切らした小児科の間では、独自に輸入をして接種をする動きも広がって

おります。安全性が高いとはいえ、万一副作用が出ても国の補償は受けられない。さらに、国が承

認していないために、自己負担額は、生後二カ月から四回接種しなければいけない、一回当たり

約四千五百円から一万円と、非常に高額です。それでも不活化にしようという方がいらっしゃるわ

けです。

　一昨年、海外企業による新型インフルエンザワクチンが短期間で承認、導入をされましたね。こ

れは皆さん記憶に新しいところですが、不活化ワクチンについても当然同様の対応ができるので

はないかと思います。

　我が子を守りたいという一心でポリオの予防接種を受けたいのに、それで足が不自由になる、親

としてこれほど悲しいことはありません。どこの病院においても不活化ワクチンの接種が受けられる

よう、ぜひ緊急輸入をしていただきたい。このことを再度質問したいと思います。いかがでしょうか。



○岡本大臣政務官　委員から、三月の八日でしたか、御質問をいただきました。

　委員のお気持ちというか、その委員のお言葉には、子供さんを持たれる大変多くの皆さんの思

いがあるということを十分重く受けとめて、私も、委員の御趣旨に沿うことができるのかということを

再度事務方とも話をしています。

　正直、繰り返しの答弁はしたくないものですから同じことは言うつもりはないんですが、委員から

御指摘がありましたように、被災地の衛生状態を勘案すると、実際に自治体で今回接種を見合わ

せているところがある、そう承知をしていますし、他委員会でも話がありましたトイレ等の大変厳しい

環境を見るにつけ、聞くにつけ、やはりこういったポリオの弱毒生ワクチンのリスクを考えるというこ

とはあり得る話なんだろうと思います。

　今改めて委員からお話をいただきましたので、私の方としても、再度、どういったことがとり得るの

か、政務三役とも相談をしながら、少し事務方と改めて協議をしたいというふうには思っております。

そういう意味で、委員の御指摘、重く受けとめさせていただきたいと思います。
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

○高橋（千）委員　今私がお話ししたことは、団体の方たち、加工業者の団体と市長さんから寄せ

られたものでありますから、障害はクリアできるのではないかということで、重ねて検討をお願いし

たいと思います。

　どうもありがとうございました。

　次に、厚労省に伺います。

　今度は、厚労省が中小企業対策で何をやるかということが問われるわけですけれども、雇用調

整助成金あるいは特定求職者雇用開発助成金などで中小企業に有利に制度をつくっているのは

承知をしているところであります。

　気仙沼の水産加工業の社長さんが被災した工場を立て直そうと奮起する姿が、ＮＨＫで紹介さ

れました。九工場のうち八工場までが津波で大きな損害を受け、本社も流された。しかも、テレビで

映ったわけですが、役員の中からは、解雇するのが一番負担がなくていい、そういう発言があった

にもかかわらず、一人も解雇しないで再開を目指しているわけです。その社長さんが、働き口がな

くなると人はこの地域を去ることになる、それは地域として絶対に避けなければならない、水産加

工にとって人の部分が財産なのですとおっしゃっております。

　雇用調整助成金を活用して再開までの雇用をつないだわけでありますが、同時に、社会保険料

の事業主負担が重くのしかかる。社会保険料の免除については、一年間免除の方針という報道も

あったわけですけれども、ぜひこのことをやるということで伺いたい、確認したいと思います。

○岡本大臣政務官　御指摘いただきましたように、既に、厚生年金や健康保険などの社会保険料

の納付期限の延長や納付の猶予といった措置につきましては、資金繰りに苦慮する事業主が多く

生じていることが想定されることから、開始をし、実施をしているところでございますが、今御指摘が

ありました、さらに踏み込みまして、事業が一時的に継続不可能となり、また従業員の賃金の支払

いに著しい支障が生じて無給になる従業員が出てくるような事業所、こういった事業所が出てくる

ことも想定をされます。

　このため、今回の震災でこういった著しい被害を受けた事業所について、企業活動の復興を支

援する観点から、社会保険料の免除のための法的な特例措置を行う方向で現在検討をしている

ところでございます。


